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本日、民間議員の皆様から、（略）「保険者機能を強化するとともに、医療介護情報をＩＴで統合的に利活用し、都道府県単位で医療の取組を進

める福岡県の先進事例を横展開すること」が極めて重要であるとの提案をいただいた。

田村大臣、甘利大臣には、社会保障制度改革国民会議の議論も踏まえ、これら民間議員からの提案に積極的に対応し、受益と負担の均衡がと

れた持続可能な社会保障制度の構築に向けて、必要な検討を進めてほしい。

特に、医療介護情報をＩＴで統合的に利活用する仕組みについては、具体的に前進させる方向で御検討いただきたい。

（出典）平成25年第11回経済財政諮問会議議事要旨より抜粋

（参考）平成25年第11回経済財政諮問会議における安倍総理大臣の発言（平成25年５月16日開催）

○ わが国の医療機関が保険者に提出する請求書（レセプト）は、優れた医療情報である。病院や調剤は
99.9％、診療所も95％電子化されている（フォーマットは標準化されている）。

○ 統合的に利活用すれば、医療・介護の現状と課題、今後のあり方を客観的に検討可能。

医療ICT（レセプトデータ）の利活用
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「福岡横展開」の深化

都道府県別1人当たり実績医療費

資料出所：厚⽣労働省「平成23年度医療費の地域差(医療費マップ)」、「平成22年度都道府県別⽣命表」を基に作成
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○ 福岡県の先進事例を踏まえつつ、以下のとおり医療費の効率化を図るべき。

① 都道府県は、医療提供体制改革において「地域医療構想(ビジョン)」を策定する際、将来の医療機能別の必要量を定

める予定（今国会で審議中の医療介護総合確保推進法案において規定）。

② ただし、都道府県は医療適正化計画の策定主体でもあり、今後、国民健康保険の財政運営の責任も都道府県に移行

する予定。提供体制のみならず医療費の適正化に大きな責任。

③ ①のような数量面の取組みにとどまらず、費用面を含め、人口・年齢構成や疾病構造等に対応する合理的かつ妥当な

水準の医療需要を地域ごとに算定する必要。

（注）例えば、医療費が少ない都道府県などを標準集団として、そこから年齢・人口構成等を補正して合理的な医療需要を算定。実際の医療費と

の乖離の原因（ジェネリック使用率など）をレセプトデータを用いて可視化させながら妥当な支出目標を設定。支出目標の達成のためにもレセ

プトデータを統合的に利活用。

④ 都道府県は、これを支出目標として医療費を適正化。
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議会における
医療支出目標の決定

公的病院サービス部門

国による総枠予算総額
の決定

地方医療機構

支出目標

各医療機関の予算

国による予算総額
の決定

地方知事

配分の決定

各機関の予算

地方への配分

私的病院部門

国-金庫-施設代表者に
よる総額(OQN)の決定

地方医療機構

支出目標

各医療機関の予算

地方への配分

開業医部門

国と金庫による総額
の決定

金庫と医師団体
による協約

目標額と診療報酬
の決定

（参考）フランスの医療費支出国家目標制度(ＯＮＤＡＭ)

社会医療部門

国による予算総額
の決定

地方知事

配分の決定

各機関の予算

施設間連携

レセプト情報（主に開業医医療）とDRG情報（病院医療）をもとに医療支出を予想。これをもとにONDAMを設定。ONDAMはあくまで支出目標であるが、
大幅にそれを超えることが予想されるとき疾病金庫の理事長は抑制策を提案することができる。

レセプト情報等

優先順位の設定

○ こうした支出目標を、地域ごとにとどまらず、国レベル・保険者レベルでも設定。これにより、国は、フランス

の医療費支出国家目標制度(ＯＮＤＡＭ)同様の支出目標制度を実施。

合理的かつ妥当な医療需要を前提にした支出目標の設定

平成２６年３月２８日
財政制度等審議会財政制度分科会
松田教授提出資料を基に作成
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○ 保険者については、支出目標の達成度合いに応じた後期高齢者支援金の加減算を行うことで、医療費適
正化インセンティブを付与。

「医療政策に対して国の力がさほど強くない日本の状況を鑑み、データの可視化を通じた客観的データに基づく政策、つまりは、医療消

費の格差を招来する市場の力でもなく、提供体制側の創意工夫を阻害するおそれがある政府の力でもないものとして、データによる制御

機構をもって医療ニーズと提供体制のマッチングを図るシステムの確立を要請する声が上がっていることにも留意せねばならない。

（中略）

今般の社会保障制度改革を実現するエンジンとして、政府の下に、主として医療・介護サービスの提供体制改革を推進するための体制

を設け、厚生労働省、都道府県、市町村における改革の実行と連動させていかねばならない。

その際、まず取り組むべきは、各２次医療圏における将来の性別、年齢階級別の人口構成や有病率等のデータを基に各地域における医療

ニーズを予測し、各地域の医療提供体制がそれに合致しているかを検証した上で、地域事情に応じた先行きの医療・介護サービス提供体

制のモデル像を描いていくことであり、こうしたデータ解析のために国が率先して官民の人材を結集して、先駆的研究も活用し、都道府

県・市町村との知見の共有を図っていくことであろう。」

（参考）社会保障制度改革国民会議報告書（抄）
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＜後期高齢者支援金の加算・減算＞

○ 必要なデータ分析、国による標準的な算定式の策定、制度設計等について、関係大臣横断の枠組みであ
る社会保障制度改革推進本部において、有識者を集めたチームを立ち上げて行う。

保険者へのインセンティブ付け

今後の推進体制
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その他必要な給付面の取組み



年金

○ 景気の変動に伴い賃金・物価の伸びが不十分又は下落した場合であっても、マクロ経済スライド調整期間が長期化
し、将来の年金給付水準が低下することのないよう、名目下限ルールの見直しが必要。（世代間の公平）

＜マクロ経済スライドの見直し＞
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○ 年金については、マクロ経済スライドを今後着実に実施するとともに、財政検証を踏まえ、高齢化などの社会

経済の状況変化への対応や、世代間・世代内の公平性の確保を図っていくことが重要。

【課題】
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（出所） 「平成24年簡易生命表の概況」（厚生労働省）、「日本の将来推計人口（平成24年１月
推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）の死亡中位ケース

推計（2013年～）

男性の平均寿命

女性の平均寿命

厚生年金の支給開
始年齢（男性）

厚生年金の支給開始年齢（女性）

国民年金（1961年～）の支給開始年齢

（注） 厚生年金の定額部分（１階部分：64歳まで支給）の支給開始年齢は、2001～2013年度
にかけて （女性は2006～2018年度にかけて） 60歳から65歳に引上げ

標準的な
引退年齢

＜高齢期の就労と年金受給について＞

○ 高齢期の就労と年金受給のバランスの観点から、
2025年度以降における、「標準的な引退年齢」（＝年金
支給開始年齢）の延長について検討が必要。

※ 支給開始年齢前であっても60歳以降繰上げ受給が選択可能。

○ 公的年金等控除については、給与所得者に比べて控除額が高くなっている他、上限が設定されていない状況。負担
能力のある高齢者には負担を求めていく必要。（世代内の公平）

※ 公的年金等控除や遺族年金等に対する非課税措置により、年金受給世帯であれば収入が多くとも種々の低所得者対策の対象となり得るといっ
た課題が指摘。

○ いわゆる「130万円の壁」など、社会保険制度におけ
る、働かない方が有利になるような仕組みを除去する
ことで、特に女性の就業意欲を促進するため、短時間
労働者に対する厚生年金保険の適用拡大について
検討する必要。

＜短時間労働者に対する厚生年金保険の適用拡大＞

＜年金課税の在り方＞



医療・介護

○ わが国の公的給付範囲は諸外国より広いことを踏まえ、患者負担・利用者負担の引上げに取り組むほか、

公的保険の対象を真に必要なニーズに限定していくことが重要。

＜患者負担・利用者負担の引上げ＞

○ 受診時定額負担

・ 外来受診時に、例えば１回100円など少額の定額負担を求めることを検討する必要（今般の一体改革時に検討されたが、

見送られたもの）。

○ 70歳以上の高額療養費制度における外来特例の廃止

・ 過去、老人医療費が無料であったために残っている、70歳以上の者のみを対象とした外来受診についての低い水準の患

者負担上限の特例（12,000円⇔入院の場合の患者負担上限は44,400円）を見直す必要。

＜その他公的給付範囲の見直し＞

○ 先発医薬品の参照価格制度によるジェネリック推進

・ 後発医薬品の使用割合が低いことを踏まえ、先発医薬品についての保険償還額を後発医薬品に基づいて設定し、それを

上回る部分は患者負担とする必要。

【課題】
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医薬品Ａ

医薬品Ｂ

３割自己負担 医療保険料負担分 全額患者負担

参照価格＝医療保険からの償還基準

取引価格

３割自己負担 医療保険料負担分

日 本 約40％

ア メ リ カ 約90％

イ ギ リ ス 約70％強

ド イ ツ 約80％強

フ ラ ン ス 約60％強

特許切れ市場における後発医薬品シェア
（数量ベース、2010年）



【課題】

○ 市販類似薬品の保険適用除外（湿布、漢方薬など）

○ 保険外併用療養

・ 評価療養について、費用対効果を厳しく検証する必要。

・ 一旦保険適用とされた医療技術等について、費用対効果が低いものは保険適用から外す必要。

○ 混合介護の普及・促進

○ 柔道整復師の数の急増の抑制、保険適用の厳格化

○ 終末期医療のあり方

＜診療報酬・介護報酬の抑制等＞

○ 以下の「自然増」の見直しを進め、診療報酬・介護報酬を抑制。

・ 診療報酬について、薬価改定による「当然減」の反映、「７対１入院基本料」算定病床の削減を継続。

・ 介護報酬について、特別養護老人ホームの内部留保等を踏まえ、「自然増」を見直し、適正化。

（参考）特別養護老人ホームは、介護報酬等を原資として、巨額の内部留保を積み上げていると指摘されており（1施設あたり約3億円、特養全体で

単純推計では約2兆円）、収支も極めて良好なこと（収支差率7.5％（2013年度調査））から、さらに内部留保が累積していく状況。
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子育て支援
【プログラム法に基づき検討中】

○ 子育て支援の充実

・ 「待機児童解消加速化プラン」の実施を含む子育て支援の量の拡充、質の改善には、消費税増収分の活用（10％への消費

税率引上げ前提）で確保される0.7兆円程度では足りず、これを上回る財源（１兆円超）が必要とされる。

・ 子育て支援の負担を子どもたちにつけ回すことは考えにくく、財源確保の範囲内で行うことが当然。消費税増収分を活用す

る0.7兆円程度についても、27年度からすぐ消費税増収分が満額入ってくる訳ではない。

・ 質の改善部分を中心に、施策の優先順位付けを行う必要。
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冬季加算

光熱費（冬季増加額）

20000

30000

40000

50000
住宅扶助と一般低所得者の家賃実態（２人以上世帯）

住宅扶助基準額

3.8万円

4.6万円

一般低所得世帯の家賃実態

住宅扶助の方が
２割程度高い

（円）

80000

100000

120000

140000

160000

80000

100000

120000

140000

160000
夫婦＋子1人世帯 ひとり親世帯

（円） （円）

一般低所得世帯生活保護基準額

13.0万

14.3万

生活扶助本体

児童養育加算 10,000
教育扶助（※） 4,840

一般低所得世帯 （親＋子1.7人）

生活扶助本体

16.4万

児童養育加算 17,000

教育扶助（※） 8,220

母子加算 21,060

（夫婦＋子1人） 生活保護基準額

消費支出額
（生活扶助相当分）

（注） 冬季加算、光熱費（冬季増加額）は、近畿圏を100として各地域の金額を指数化。

住宅扶助 冬季加算

有子世帯の加算・扶助

（※） 冬季は暖房費などが必要となるため、冬季に地域別等に定められた額を支給。

冬季加算と光熱費（冬季増加額）の地域差

消費支出額
（生活扶助相当分）

10.6万

○各種加算・扶助を加えた有子世帯の生活保護水準は、低所得の有子世帯の消費水準を上回っている。有子世帯の加算・扶助のあり方・水準
について総合的な見直しが必要。

○光熱費の地域差に対し、冬季加算の地域差は過大。冬季加算の水
準の適正化と対象地域の限定が必要。

○住宅扶助は低所得者世帯の家賃実態を上回っている。住宅扶助
の水準の適正化と改定方式の見直しが必要。

生活保護

（※）一般低所得世帯（世帯収入３００万円未満）の家賃実態、消費支出額は、全国消費実態調査（平均２１年度）に基づき、光熱費（冬季増加額）は、家計調査（平成２５年度）に基づき財務省で試算。

○ 生活保護受給者は、過去最高の217万人。生活保護費も増加し続けており、生活保護制度の更なる見直しは不可欠。

○ 生活扶助基準の見直しが25年度より実施されているが、各種扶助・加算の水準の検証は行われておらず、27年度予算編

成において、各種扶助・加算制度の見直しを実施する必要。

○ 27年4月に施行される「生活困窮者自立支援法」は、生活保護制度の見直しと一体で、生活保護に頼らない自立を促進する

ものであり、その財源は、生活保護制度の更なる見直しにより確保する必要。

【課題】
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補足資料
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